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  学術集会口頭発表時、申告すべきＣＯＩ状態がない時 



本日の内容 

• 日本周産期・新生児医学会の周産期専門医とは 

• 日本小児科学会専門医との関係 

• 小児科専門医に必要な研修 

• 周産期専門医に必要な研修 

• 日本専門医機構認定整備指針との関係 

• 周産期専門医の課題 



日本周産期・新生児医学会 

• 日本新生児学会と日本周産期学会が2004年
に合併 

• 会員数は約8,500名（産科医約5,000名、小児
科医約3,000名、小児外科等約500名） 

• 母体胎児を担当する産科医と新生児を担当
する小児科および小児外科医で周産期医療
を担う 



周産期専門医 
• 2004年に専門医制度開始 

• 周産期専門医(母体・胎児)と周産期専門医(新生
児)の2領域がある 

• さらに、周産期認定外科（小児外科）医制度 

• 2017年3月現在、 

  周産期専門医(母体・胎児) 818名 

  周産期専門医(新生児) 716名 

  周産期認定外科（小児外科） 59名 

• 日本小児科学会、日本産科婦人科学会のサブ
スペシャルティ領域 

 

 



周産期専門医となった理由 
（新生児専門医とならなかった理由） 

日本専門医機構の歴史 

• 1962年 日本麻酔指導医制度を発足 

• 1980年 20学会で専門医認定制度の在り方協議 

• 1981年 22学会による学会認定医制協議会の発足 

• 1982年     会則と細則を制定 

• 1984年 日本医学会加盟学会を会員の条件 

• 1986年 総会員数27学会となる 

    旧日本新生児学会は日本医学会加盟 

    旧日本未熟児新生児学会は非加盟 

    ⇩ 

  旧日本新生児学会で産科医とともに専門医制度を構築する    



• 日本内科学会 

• 日本小児科学会 

• 日本皮膚科学会 

• 日本精神神経学会 

• 日本外科学会 

• 日本整形外科学会 

• 日本産科婦人科学会 

• 日本眼科学会 

• 日本耳鼻咽喉科学会 

• 日本泌尿器科学会 

• 日本脳神経外科学会 

• 日本医学放射線学会 

• 日本麻酔科学会 

• 日本病理学会 

• 日本臨床検査医学会 

• 日本救急医学会 

• 日本形成外科学会 

• 日本リハビリテーション医学会 

• 総合診療専門医 

 

• 消化器病専門医 

• 循環器専門医 

• 呼吸器専門医 

• 血液専門医 

• 内分泌代謝科専門医 

• 糖尿病専門医 

• 腎臓専門医 

• 肝臓専門医 

• アレルギー専門医 

• 感染症専門医 

• 老年病専門医 

• 神経内科専門医 

• 消化器外科専門医 

• 呼吸器外科専門医 

• 心臓血管外科専門医 

• 小児外科専門医 

• リウマチ専門医 

• 小児循環器専門医 

• 小児神経専門医 

• 小児血液・がん専門医 

• 周産期専門医 

• 婦人科腫瘍専門医 

• 生殖医療専門医 

• 頭頸部ガン専門医 

• 放射線治療専門医 

• 放射線診断専門医 

• 手外科専門医 

• 脊椎脊髄外科専門医 

• 集中治療専門医 

 

I．基本領域専門医(学会) 19領域 
II．Subspecialty領域専門医(学会)  29領域 



小児科関連のSubspecialty領域専門医 



専門医の名称（予定） 

基本領域 小児科専門医 

周産期専門医 



小児科専門医の到達目標（第6版） 新生児医療 



指定疾患リスト 



周産期専門医に必要な研修（症例数） 
(1) 必要研修症例数 

• 1) ハイリスク分娩立会い  20例 

• 2) 健常新生児管理症例  50例 

• 3) 超低出生体重児受持数 10例 

• 4) 極低出生体重児受持数 20例 

• 5) 中枢神経疾患  5例 

• 6) 重症感染症   3例 

• 7) 循環器疾患   5例  

• 8) 新生児黄疸の管理   5例  

• 9) 血液疾患と凝固異常  3例  

• 10) 先天異常   3例  

• 11) 小児外科疾患   5例  

(2) 診断及び治療技能  

• 1) 超音波を用いた診断技術20例以上、2) 呼吸管理症例20例以上  

(3) その他  

• 1) 極低出生体重児のフォローアップ3例以上 

(4) 経験することが望ましいもの  

• 1）剖検 、2) ハイリスク新生児の施設間搬送、3) 交換輸血、4) 胸腔穿刺 



周産期専門医に必要な 
研修期間および研修施設 

• 3年以上の研修期間 

• 基幹、指定、補完の3種類の研修施設 

• 指導医の存在 

• 研修期間のうち，6か月以上を基幹認定施設で研
修 

• 補完認定施設における研修は6か月間を上限に
研修期間に加える 

• 妊娠，出産，育児，介護，病気等による6か月ま
での研修中断については申請の上， 研修期間と
することができる 



周産期専門医に必要な単位 

• 本学会の学術集会及び本学会が認める周産
期・新生児学に関連した学会または研究会 に参
加し合計20単位以上を取得 

• 本学会の学術集会及び本学会が認める周産
期・新生児学に関連した学会または研究会で筆
頭演者として発表し，合計10単位以上を取得 

• 本学会が認める周産期・新生児学に関連した査
読制度のある学術雑誌に学術論文を筆頭著者
として1編以上発表 



周産期専門医試験 

• 筆答試験、口答試験、論文審査 

• 筆答試験は、新生児領域の周産期専門医と
して必須の知識及び問題解決能力を評価 

• 周産期医療に必要な「産科領域」「小児外科
領域」の基本的知識を要求 

• 設問数110を120分で解答 

• 60%以上の正答数が必要 



専門医制度新整備指針（2016年12月） 
（改定中） 

• サブスペシャルティ学会の専門医制度は基本領域
学会とサブスペシャルティ学会でサブスペシャルティ
学会専門医検討委員会（仮称）を構築し以下を検討 

  ①専門医育成のプログラム基準の作成 
  ②専攻医募集と教育 
  ③専門医認定・更新の審査基準 

  ④研修プログラムの審査および整備基準、モデル
研修プログラムの作成 

• 日本専門医機構の承認を得たうえで、サブスペシャ
ルティ学会専門医制度を運用 



サブスペシャルティ学会専門医の研
修プログラム（機構整備指針） 

• サブスペシャルティ学会専門医では、研修プ
ログラム制、研修カリキュラム制のいずれも
可能。また、実際の運用に当たっては、地域
医療への影響を考慮し、硬直的になることを
避け、研修の質の低下にならない範囲で柔
軟に対応するものとする。  



基本領域とサブスペシャリティ領域の
研修の連動（機構整備指針検討中） 

• 13の内科系サブスペシャリティ領域（(1)消化
器(2)循環器(3)呼吸器(4)神経(5)血液(6)内分
泌・代謝(7)糖尿病(8)腎臓(9)肝臓(10)アレル
ギー(11)感染症(12)老年病(13)リウマチ）は基
本領域に近く、研修を連動させることが妥当 

 

• 4の外科系サブスペシャリティ領域（(1)消化器
(2)呼吸器(3)小児(4)心臓）は基本領域に近く、
同様に研修を連動させることが妥当 



小児科および周産期専門医の研修 

小児医療全般（後期研修） 

医療の基礎（初期研修） 
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周産期（新生児）専門医が考える 
現状と期待 

•給料、待遇が上がる            4％    →   83%                                

•病院内での役職が上がる      13％   →   26% 

•知識が増える                      35％   →   17% 

• アイデンティティ              57％   →   30％ 

•教育面で有利                     9％    →   13% 

•行きたい施設を選べる         0％    →   39% 

現状 期待 



1. 専門医個人または病院へ金銭的加算を加える 

専門医へインセンティブを付与して欲しい 
例えば、 

2. 地域・総合周産期母子医療センターでの 
 新生児専門医の最低定員数を規定する 
 (専門医の就職が有利になる) 

学会への提言 



まとめ 
• 日本周産期・新生児医学会の周産期専門医は、
日本小児科学会と日本産科婦人科学会を基本
領域とするサブスペシャルティの専門医である 

• 基本領域学会と構築する検討委員会（仮称）で
今後の方針が決定されるが、すでに1,500名以
上の専門医を認定した制度なので、現状から大
きく変わる可能性は少ない 

• 小児科専門医研修中から積極的に新生児症例
を経験することが可能である 

• ただ、日本専門医機構の方針が決定されていな
いこと、専門医のインセンティブが明確でないこ
とが課題である 


